
 
指定管理者制度のサイクル 

指定管理者の選定手続から指定までの概略 関係法令 ○地方自治法第２４４条～第２４４条の４第６項 ○公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱

○市川市公の施設の指定管理者の指定の手続きに関する条例 ○公の施設の指定管理者制度の運用に関する指針

○市川市公の施設の指定管理者の指定の手続きに関する条例規則

モニタリング内容作成

応募書類受付期間（質疑受付期間最終日から８日以上）
指針第3-1-(1)-オ

指定管理者候補者選定審査会
（公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱）

指定管理者候補者選定審査会
（公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱）

指定管理者候補者選定審査会
（公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱）B財団 Ａ社

Ｄ社Ｃ　NPO

指定管理者と協定締結※所管部長までの電子決裁※契約課合議（印は総務
課）

Ｂ財団

指定管理者候補者選考委員会
（所管課にて設置要綱必要）

議   会

議   会

協議書の取交わし

候補者をＢ財団に決定

　　２次審査（契約課（事務局）及び所管課）
特定の団体を指定管理者の候補者の予定者と
することの承認

候補者をＡ社に決定

市としての意思決定（審査会決裁）→副市長決裁後　市長に報告印をもらう。

　　　　　　　　　　１次審査（所管課）
特定の団体を指定管理者の候補者とすること
の審査

指定管理者制度活用施設 ※庁議にて決定（所管と行革）

設置管理条例の議決

指定管理者の指定の議案の議決指定管理者の指定の議案の議決

１団体選定の妥当性が
ないと判断された場合

公募へ

公募 申請書申請書

指定管理者候補者選定審査会
（公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱）

公募による選定の流れ １団体選定の流れ

※審議内容：指定の基準・管理の基準・業務の範
囲
　　　　　　　　  指定期間 公募か１団体選定

募集要項、仕様書の配布期間（周知後１２日以上）
指針第3-1-(1)-イ

質疑受付期間（募集要項配布日から２２日以上）
指針第3-1-(1)-ウ

質疑回答（応募書類受付期間最終日まで）
指針第3-1-(1)-エ

※審議内容：期間、名称、債務負担行為の設定
※引継ぎ業務で委託料が無い場合は、財政と協議
の上　　　　　　　　補正予算を取ることも必要

指定の議案が提出される議会の告示日（5時まで）に各所管課が同時に選定結果を公表する（契約課）　指針第５－１　　※契約課日程調整必要

設置管理条例の議決

通常は２月議会

通常は１２月議会

契約課と所管課の調整（公募か１団体選定にするか等）※１団体選定の場合は管財部長との調整も必要

指定管理の開始前までに各所管課が同時に告示必要（所管課）　市川市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例第5-2　　※契約課日程調整必要

周知期間（１４日以上）
指針第3-1-(1)-イ

※周知は条例の議決後すぐにでも可能

会派説明（所管課）※多数ある場合は契約課で調整が必要

初年度

　　　　　　　　　　　　　　初年度のモニタリング（所管課）
　　　　　１次評価(所管課)→２次評価(評価委員会)→審査会　後に評価公表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間年度のモニタリング（所管課）
　　　　　　　　　１次評価(所管課)→２次評価(評価委員会)→審査会　後に評価公表

（契約課（事務局）及び所管課）
１団体選定をしていいかの審査

（契約課（事務局）及び所管課）
募集要項、仕様書、評価基準等の審査

再募集の基準

１次審査（所管課）
候補者の選考（順位付けまで）

　２次審査（契約課（事務局）及び所管課）
　　候補者の予定者とすることの承認

中間年度

最終年度

　　　　　最終年度、指定年度全体のモニタリング（所管課）
　　　　１次評価(所管課)→２次評価(評価委員会)→審査会　後に評価公表

　　　　　　　　　　　　　　　　　前年度のモニタリング（所管課）
　　　　　　　　１次評価(所管課)→２次評価(評価委員会)→審査会　後に評価公表

次の指定管理者へ 次の指定管理者へ

※再募集について（指針第3-2、3）
周知期間～受付期間等の設定は前回と同じ

指定管理期間

初年度

再指定については
設置管理条例を議会
を除いた上記のフロー

図の進め方と同じ

所
管
課

再指定については
設置管理条例を議会を
除いた上記のフロー図

の進め方と同じ

Ａ社を指定管理者に指定（所管課　市長までの電子決
裁）

指定管理者と協定締結※所管部長までの電子決裁※契約課合議（印は総務課）

Ｂ財団を指定管理者に指定（所管課　市長までの電子決
裁）

指定管理者候補者選定審査会
（公の施設の指定管理者候補者選定審査会運営要綱）

（契約課（事務局）及び所管課）
協議書、仕様書、評価基準等の審査

公募へ ※
設
置
管
理
条
例
の
議
会
が
な
い
場
合
は

、
開
催
は

１
回
に
ま
と
め
て
も
可

。

※議決後で
も開催可能

※庁議決定
後であれば
議会前でも
開催可能

有識者への報
償費必要

有識者への報
償費必要

市としての意思決定（審査会決裁）→副市長決裁後　市長に報告印をもらう。

 




